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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ロジン類（ａ１）およびポリオール（ａ２）の反応生成物であるロジンエステル類（Ａ）
、多価カルボン酸無水物（Ｂ）、並びにアリルグリシジルエーテル（Ｃ）を反応させて得
られる変性ロジンエステル樹脂。
【請求項２】
（ａ２）成分が脂肪族ポリオールである請求項１の変性ロジンエステル樹脂。
【請求項３】
（ａ２）成分が脂肪族トリオールおよび／または脂肪族テトラオールである請求項１また
は２の変性ロジンエステル樹脂。
【請求項４】
（Ｂ）成分が無水フタル酸である、請求項１～３のいずれかの変性ロジンエステル樹脂。
【請求項５】
さらに、多価カルボン酸（Ｄ１）、及び（Ｃ）成分以外のグリシジル化合物（Ｄ２）から
なる群より選ばれる少なくとも１種を反応させてなる請求項１～４のいずれかの変性ロジ
ンエステル樹脂。
【請求項６】
酸価が０．０１～５０ｍｇＫＯＨ/ｇである請求項１～５のいずれかの変性ロジンエステ
ル樹脂。
【請求項７】
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水酸基価が１～２００ｍｇＫＯＨ／ｇである請求項１～６のいずれかの変性ロジンエステ
ル樹脂。
【請求項８】
重合性二重結合当量が１００～２，０００ｇ／ｅｑである請求項１～７のいずれかの変性
ロジンエステル樹脂。
【請求項９】
重量平均分子量が５００～１００，０００である請求項１～８のいずれかの変性ロジンエ
ステル樹脂。
【請求項１０】
ガラス転移温度が－２０～１００℃である請求項１～９のいずれかの変性ロジンエステル
樹脂。
【請求項１１】
請求項１～１０のいずれかの変性ロジンエステル樹脂と、反応性希釈剤とを含有する活性
エネルギー線硬化型樹脂組成物。
【請求項１２】
請求項１１の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を硬化させてなる硬化物。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、変性ロジンエステル樹脂、活性エネルギー線硬化型樹脂組成物及び硬化物に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　紫外線や電子線などの活性エネルギー線で硬化する樹脂組成物（以下、活性エネルギー
線硬化型樹脂組成物という。）は、通常、反応性希釈剤、樹脂、光重合開始剤及び添加剤
から構成されており、省エネルギー型の工業材料としてコーティング剤や塗料、印刷イン
キなどの用途に提供されている。
【０００３】
　反応性希釈剤としては、活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の硬化性や被膜硬度などが
優れていることから、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレートやトリメチロールプロ
パンテトラアクリレート等の多官能アクリレートが汎用されている。また、樹脂としては
、当該多官能アクリレートとの相溶性に優れる点で、ジアリルフタレート樹脂が用いられ
ることがある（特許文献１及び２を参照）。
【０００４】
　しかし、ジアリルフタレート樹脂は水と混和しやすく、これを含む活性エネルギー線硬
化型樹脂組成物は、長時間安定な乳化物を形成するなど耐乳化性が悪い。また、ジアリル
フタレート樹脂は、ジアリルフタレートモノマーを重合させたものであるが、分子内に水
酸基などの官能基を有しないため更なる変性ができないといった欠点を有する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－８０３２６号公報（段落［０００３］等）
【特許文献２】特開２０１０－１００８２１号公報（段落［０００３］等）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、ジアリルフタレート樹脂に代替し得る共重合体を提供することを課題とする
。すなわち、水酸基を有するため各種変性が可能であり、かつ、ジアリルフタレート樹脂
と同様に各種反応性希釈剤と良好に相溶し、しかも該反応性希釈剤を含む活性エネルギー
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線硬化型樹脂組成物に優れた硬化性及び耐乳化性を付与する変性ロジンエステル樹脂を提
供することを主たる課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、所定の変性ロジンエステル樹脂がジアリルフタレート樹脂と同様に反応性希
釈剤と良好に相溶し、優れた硬化性及び耐乳化性を付与する変性樹脂であることを見出し
、本発明を完成するに至った。
【０００８】
　即ち、本発明は、ロジン類（ａ１）およびポリアルコール（ａ２）の反応生成物である
ロジンエステル類（Ａ）、多価カルボン酸無水物（Ｂ）、並びに分子内に重合性二重結合
を有するグリシジル化合物（Ｃ）を反応させて得られる変性ロジンエステル樹脂；当該変
性ロジンエステル樹脂及び反応性希釈剤を含有する活性エネルギー線硬化型樹脂組成物；
当該活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を硬化させてなる硬化物に関する。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の変性ロジンエステル樹脂は、各種反応性希釈剤、特にジペンタエリスリトール
ヘキサアクリレート等の多官能アクリレート類との相溶性に優れる。そのため、活性エネ
ルギー線硬化型樹脂組成物における反応性の粘度調整剤として有用である。また、ジアリ
ルフタレート樹脂に比べて活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の耐乳化性を高めることが
できる。また、本発明の変性ロジンエステル樹脂は水酸基を有するためにそれを利用した
更なる変性が可能である。
【００１０】
　本発明の変性ロジンエステル樹脂は各種反応性希釈剤と良好に相溶するため、不溶物が
なく、硬化性及び耐乳化性に優れる活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を与える。そのた
め、ジアリルフタレート樹脂についての従来の用途、例えば、紫外線硬化型インキのバイ
ンダー樹脂や成形材料及び化粧板などの材料に供し得る。また、本発明の変性ロジンエス
テル樹脂は分子内に重合性二重結合と水酸基を有するためにそれらを利用して例えば、コ
ーティング剤等のほかの用途にも供し得る。
【００１１】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は、硬化性と耐乳化性が良好であるため、
これら属性を利用した用途として例えば、紫外線硬化型インキ等のバインダー樹脂組成物
として好適である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明に係る変性ロジンエステル樹脂は、
ロジン類（ａ１）（以下、（ａ１）成分という）およびポリオール（ａ２）（以下、（ａ
２）成分という）の反応生成物であるロジンエステル類（Ａ）（以下（Ａ）成分という）
、
多価カルボン酸無水物（Ｂ）（以下、（Ｂ）成分という）および
アリルグリシジルエーテル（Ｃ）（以下、（Ｃ）成分という）を、反応させて得られるも
のである。
 
【００１３】
　（Ａ）成分の具体例としては、ロジン類（ａ１）（以下、（ａ１）成分という）および
ポリオール（ａ２）（以下、（ａ２）成分という）の反応生成物が挙げられる。
【００１４】
　（ａ１）成分としては、各種公知のものを特に限定なく用いることができる。具体的に
は、例えば、天然ロジン（ガムロジン、トール油ロジン、ウッドロジンなど）、天然ロジ
ンを各種公知の方法で安定化処理したロジン（水添ロジン、不均化ロジンなど）、天然ロ
ジンや安定化処理したロジンを各種公知の方法で処理してなる重合ロジン、これらロジン
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とα，β不飽和カルボン酸類とのディールスアルダー反応物（マレイン化ロジン、マレイ
ン化ロジン水素化物、アクリル化ロジン、アクリル化ロジン水素化物など）が挙げられ、
これらは１種又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００１５】
　（ａ２）成分としては、各種公知のポリオールを特に限定なく用いることができる。具
体的には、脂肪族ポリオール、芳香族ポリオール、脂環族ポリオールが挙げられる。脂肪
族ポリオールとしては、例えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジエチレ
ングリコール、ネオペンチルグリコール、トリメチルペンタンジオールなどの脂肪族ジオ
ール；グリセリン、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタン、１，２，６－ヘキ
サントリオール、１，２，４－ブタントリオールなどの脂肪族トリオール；ペンタエリス
リトール、ジグリセロールなどの脂肪族テトラオール；ジペンタエリスリトール等の脂肪
族ヘキサオールなどが挙げられる。芳香族ポリオールとしては、例えば、ビスフェノール
Ａ等が挙げられ、また、脂環式ポリオールとしては、例えば、１，４－シクロヘキサンジ
オール、水添ビスフェノールＡ等のなどが挙げられる。これらは１種又は２種以上を組み
合わせて用いることができる。これらの中でも、変性ロジンエステル樹脂と反応性希釈剤
との相溶性や硬化性の点から、脂肪族ポリアルコールが好ましく、脂肪族トリオールおよ
び／または脂肪族テトラオールがより好ましく、グリセリン、ペンタエリスリトールが特
に好ましい。
【００１６】
　（ａ１）成分及び（ａ２）成分の使用比率は、特に限定されないが、変性ロジンエステ
ル樹脂と反応性希釈剤との相溶性および耐乳化性の観点から、（ａ２）成分の全ヒドロキ
シル基当量数（ＯＨ）と（ａ１）成分の全カルボキシル基当量数（ＣＯＯＨ）との比（Ｏ
Ｈ／ＣＯＯＨ）が通常、０．５～１．５程度である。
【００１７】
　（Ａ）成分の製造方法としては特に限定されないが、（ａ１）成分および（ａ２）成分
を公知の触媒存在下または不存在下、温度２００～３００℃程度で１～２０時間程度反応
させれば良い。また、前記触媒としては、各種公知のものを特に制限なく使用することが
でき、例えば、塩酸、硫酸等の鉱酸類、メタンスルホン酸、パラトルエンスルホン酸、ド
デシルベンゼンスルホン酸等のスルホン酸類、酸化亜鉛、酸化マグネシウム、酸化カルシ
ウム等の金属酸化物、水酸化マグネシウム、水酸化カルシウム等の金属水酸化物、酢酸カ
ルシウム、酢酸マグネシウム、酢酸亜鉛等の酢酸塩などが挙げられ、これらは１種または
２種以上を組み合わせて用いることができる。また、前記触媒の使用量は特に限定されな
いが通常（ａ１）成分及び（ａ２）成分の合計１００重量％に対して、０．０１～５重量
％程度である。
【００１８】
　こうして得られる（Ａ）成分の物性は特に限定されないが、変性ロジンエステル樹脂と
反応性希釈剤の相溶性や硬化性の観点から、通常、重量平均分子量が１００～３０，００
０程度、酸価が５～１００ｍｇＫＯＨ／ｇ程度、水酸基価が５～１００ｍｇＫＯＨ／ｇ程
度、軟化点は８０～１７０℃程度である。
【００１９】
　また、（Ａ）成分としては、市販品も特に限定なく使用することができ、例えば、エス
テルガムＡＡ－Ｖ、エステルガムＡ、エステルガムＡＴ、エステルガムＨ、ペンセルＣ、
ペンセルＤ－１２５、ペンセルＫＫ（以上、荒川化学工業（株）製）、ハリエスターＴＦ
、ネオトール１２５ＨＫ（以上、ハリマ化成（株）製）等が挙げられる。
【００２０】
（Ｂ）成分としては、各種公知の多価カルボン酸無水物を特に限定なく使用できる。具体
的には、無水フタル酸、無水トリメリット酸、無水マレイン酸、ナフタレン－１，４，５
，８－テトラカルボン酸二無水物及びベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物等の芳香
族酸無水物や、ヘキサヒドロ無水フタル酸及びメチルヘキサヒドロ無水フタル酸等の脂環
式酸無水物、無水グルタル酸、無水ピロメリット酸、無水アジピン酸、無水コハク酸、無
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水イタコン酸及び１，２，３，４－テトラカルボン酸二無水物等の脂肪族酸無水物等が挙
げられ、これらは１種又は２種以上を組み合わせることができる。これらの中でも変性ロ
ジンエステル樹脂と反応性希釈剤との相溶性や硬化性の観点から芳香族酸無水物、特に無
水フタル酸が好ましい。
【００２１】
　（Ｃ）成分は、アリルグリシジルエーテルであり、変性ロジンエステル樹脂と反応性希
釈剤との相溶性や硬化性の観点から好ましい。
【００２２】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分の使用量は特に限定されないが、変性ロジンエ
ステル樹脂と反応性希釈剤との相溶性や硬化性などの観点より、通常は（Ａ）成分１００
重量部に対し、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分がいずれも５～１０００重量部、好ましくは１
０～７００部である。
【００２３】
　本発明においては、（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分と共に、多価カルボン酸（
Ｄ１）（以下、（Ｄ１）成分という）および（Ｃ）成分以外のグリシジル化合物（Ｄ２）
（以下、（Ｄ２）成分という）からなる群より選ばれる少なくとも１種を反応させること
ができる。これらは、本発明の変性ロジンエステル樹脂の重量平均分子量やガラス転移点
、軟化点、分岐度等を調節する目的で使用できる。
【００２４】
　（Ｄ１）成分としては、例えば、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、セバシン酸など
の脂肪族ジカルボン酸；フマル酸、マレイン酸、イタコン酸、シトラコン酸、アルケニル
コハク酸、アルカジエニルコハク酸などの脂肪族不飽和ジカルボン酸；イソフタル酸、テ
レフタル酸などの芳香族ジカルボン酸；トリメリット酸などの芳香族多価カルボン酸；４
－メチルヘキサヒドロフタル酸、ヘキサヒドロフタル酸、シクロヘキサンヘキサカルボン
酸等の脂環式多価カルボン酸が挙げられ、これらは二種以上を組み合わせることができる
。
【００２５】
　（Ｄ２）成分としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ
型エポキシ樹脂等のビスフェノール型エポキシ樹脂、ブチレンオキシド、グリシジルフェ
ニルエーテル、グリシジルトリエチルエーテル、シクロへキセンオキシド、スチレンオキ
シド－１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、ハイドロキノンジグリシジルエ
ーテル、ソルビトールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテ
ル、ペンタエリスリトールポリグリシジルエーテル、ジグリセロールポリグリシジルエー
テル、グリセロールトリグリシジルエーテル、トリメチロールプロパンポリグリシジルエ
ーテル等が挙げられ、これらは二種以上を組み合わせることができる。
【００２６】
　（Ｄ１）及び（Ｄ２）成分の使用量（固形分換算）は特に限定されないが、いずれも通
常、（Ａ）成分１００重量部に対して１～５００重量部程度である。
【００２７】
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分、並びに必要に応じて（Ｄ１）成分及び／また
は（Ｄ２）成分を反応させる順番や条件は特に限定されず、各種公知の方法を採用できる
。具体的には（Ａ）成分、（Ｂ）成分及び（Ｃ）成分を反応させた後に、（Ｄ１）成分及
び／または（Ｄ２）成分を更に反応させる方法が挙げられる。また、反応条件は例えば、
１００℃～２１０℃程度、反応時間は３０分～５時間程度（好ましくは１～３時間程度）
である。なお、必要に応じて反応系を減圧して残留モノマーを除いても良い。
【００２８】
　また、前記反応の際には各種公知の触媒を使用できる。具体的には、例えば、トリフェ
ニルホスフィン、２－メチルイミダゾール、１－メチルイミダゾール、トリエチルアミン
、ジフェニルアミン、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、水酸化カルシウム、水酸
化マグネシウム等が挙げられ、１種又は２種以上を組み合わせることができる。なお、そ



(6) JP 6548018 B2 2019.7.24

10

20

30

40

50

の使用量は特に制限がないが、通常、（Ａ）成分１重量部に対して０．０１～２重量部、
好ましくは０．０５～１重量部である。
【００２９】
　詳細なメカニズムは定かではないが、かくして得られる本発明の変性ロジンエステル樹
脂は（Ａ）成分中の水酸基を開始点とし、（Ｂ）成分と（Ｃ）成分が交互開環共重合を繰
り返し、成長したものであると推測する。また、本発明の変性ロジンエステル樹脂は側鎖
に重合性二重結合と水酸基を有するため、それらの反応点を利用し様々な用途に供し得る
。
【００３０】
　本発明の変性ロジンエステル樹脂は特に限定されないが、反応性希釈剤との相溶性や活
性エネルギー線硬化型樹脂組成物にしたときの硬化性及び耐乳化性の観点から、通常、酸
価が０．０１～５０ｍｇＫＯＨ／ｇ程度、水酸基価が１～２００ｍｇＫＯＨ／ｇ程度、重
合性二重結合当量が１００～２０００ｅｑ／ｇ程度、重量平均分子量が５００～１００，
０００程度、ガラス転移温度が－２０～１００℃程度である。
【００３１】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は、本発明の変性ロジンエステル樹脂と反
応性希釈剤とを含有するものである。
【００３２】
　反応性希釈剤としては、特に限定されず、公知のものを使用でき、例えば、単官能アク
リレート、多官能アクリレートが挙げられる。
【００３３】
　前記単官能アクリレートとしては、例えば、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート
、イソデシル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、ベンジル（メ
タ）アクリレート、シクロペンタニル（メタ）アクリレート、シクロへキシル（メタ）ア
クリレート、フェノールエチレンオキシド変性アクリレート、ノニルフェノールエチレン
オキシド変性アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
これらは単独又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００３４】
　前記多官能アクリレート類としては、各種公知のものを特に制限なく使用できる。具体
的には、例えば、１，３－ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，４－ブタンジオ
ールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ジエ
チレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレ
ート、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド変性ジ（メタ）アクリレート等のジ（メタ
）アクリレート類；トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、エチレンオキサ
イド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、プロピレンオキサイド変性
トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メ
タ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジトリメチロ
ールプロパンテトラ（メタ）アクリレート、グリセロールトリ（メタ）アクリレート等の
（メタ）アクリロイル基を少なくとも３つ有する化合物；ポリウレタンポリ（メタ）アク
リレート、前記ポリエステルポリ（メタ）アクリレート等のオリゴマー；（メタ）アクリ
ロイル基等の重合性官能基と水酸基を分子中に複数有するアクリル樹脂などの非共重合体
型材料等が挙げられ、これらは単独又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
また、前記単官能アクリレートと併用して使用することもできる。
【００３５】
　変性ロジンエステル樹脂と反応性希釈剤の重量部比率は特に限定されないが、相溶性、
硬化性のバランスを考慮すると、通常、前者／後者が２０／８０～８０／２０、好ましく
は２０／８０～６０／４０であることが好ましい。
【００３６】
　また、本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物には更に光重合開始剤を含めること
ができる。具体的には、例えば、２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モ
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ルフォリノプロパン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシルーフェニルケトン、２
，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－１－オン、１－シクロへキシルフェニル
ケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン、１－［４－
（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン
－１－オン、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－ホスフィンオキサイド、
４－メチルベンゾフェノン等が挙げられ、二種以上を組み合わせることができる。光重合
開始剤の使用量は特に限定されないが、通常、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成
物１００重量部に対して１～１０重量部程度である。
【００３７】
　また、本発明の活性エネルギー線硬化性樹脂組成物には更にラジカル重合禁止剤を含め
ることができる。具体的には、例えば、メトキノン、ヒドロキノン、メトキシヒドロキノ
ン、ベンゾキノンなどのキノン系重合禁止剤、２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール、２，
４－ジ－ｔ－ブチルフェノール、２－ｔ－ブチル－４，６－ジメチルフェノール、２，４
，６－トリ－ｔ－ブチルフェノールなどのアルキルフェノール系重合禁止剤、アルキル化
ジフェニルアミン、フェノチアジン、４－ヒドロキシ－２，２，６，６－テトラメチルピ
ペリジンなどのアミン系重合禁止剤、Ｎ－ニトロソフェニルヒドロキシルアミンアンモニ
ウム塩、２，４－ジニトロフェノール、２－メチル－Ｎ－ニトロソアニリンなどのニトロ
ソアミン系重合禁止剤等が挙げられ、二種以上を組み合わせることができる。ラジカル重
合禁止剤の使用量は特に限定されないが、通常、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組
成物１００重量部に対して０．０１～１０重量部程度である。
【００３８】
　また、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物には、顔料、着色剤。光増感剤、酸
化防止剤、光安定剤、レベリング剤等の添加剤を含有させることもできる。
【００３９】
　本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物は、各種公知の有機溶剤の溶液として利用
できる。該有機溶剤としては、例えば、メチルエチルケトン、やイソブチルケトンの低級
ケトン類、トルエンなどの芳香族炭化水素類、エチルアルコール、プロピルアルコールな
どのアルコール類、酢酸エチル、クロロホルム、ジメチルホルムアミド等が挙げられ、こ
れらは１種又は２種以上を組み合わせることができる。
【００４０】
　本発明の硬化物は、本発明の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を硬化させてなるもの
であ、例えば、各種基材に前記樹脂組成物を塗工し、紫外線や電子線などの活性エネルギ
ー線で硬化させたものが挙げられる。
【００４１】
　基材としては、各種公知のものを特に制限なく用いることができる。具体的には、例え
ば、紙（アート紙、キャストコート紙、フォーム用紙、ＰＰＣ紙、上質コート紙、クラフ
ト紙、ポリエチレンラミネート紙、グラシン紙等）の他、プラスチック基材（ポリオレフ
ィン、ポリカーボネート、ポリメタクリレート、ポリエステル、エポキシ樹脂、メラミン
樹脂、トリアセチルセルロース樹脂、ＡＢＳ樹脂、ＡＳ樹脂、ノルボルネン系樹脂等）が
挙げられる。
【００４２】
　塗工方法としては、例えば、オフセット印刷、フレキソ印刷、スクリーン印刷バーコー
ター塗工、メイヤーバー塗工、エアナイフ塗工、グラビア塗工などが挙げられる。また、
塗工量は特に限定されないが、通常は、乾燥後の重量が０．１～３０ｇ／ｍ２程度、好ま
しくは１～２０ｇ／ｍ２程度である。
【００４３】
　硬化手段としては、例えば電子線又は紫外線が挙げられる。紫外線の光源としては、例
えば高圧水銀灯、キセノンランプ、メタルハライドランプ、ＵＶ－ＬＥＤなどが挙げられ
る。光量や光源配置、搬送速度は特に限定されないが、例えば、高圧水銀灯を使用する場
合には、通常８０～１６０Ｗ／ｃｍ程度の光量を有するランプ１灯に対して、搬送速度が
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通常５～５０ｍ／分程度である。
【実施例】
【００４４】
　以下、実施例を挙げて本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるもので
はない。また実施例中で「部」は特に断りのない限り、「重量部」を意味する。
【００４５】
　製造例１，２の変性樹脂について、以下の物性を測定した。
【００４６】
＜酸価＞
　ＪＩＳ　Ｋ５６０１に従って測定した。
【００４７】
＜水酸基価＞
　ＪＩＳ　Ｋ００７０に従って測定した。
【００４８】
＜重合性二重結合当量＞
　重合性二重結合当量は、重合性二重結合１当量（ｅｑ）あたりの変性ロジンエステル樹
脂の質量（ｇ）を表した値である。
【００４９】
＜重量平均分子量＞
　ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）（東ソー（株）製）を用いてポリスチレン検量
線により測定した。
【００５０】
＜ガラス転移点＞
　示差走査熱量計（ＤＳＣ）（セイコー・インスツル（株）製）を用いて昇温速度１０℃
／ｍｉｎで測定した。
【００５１】
＜ロジンエステル類の製造例＞
　撹拌装置、冷却管、窒素導入管を備えた反応容器にロジン１００部を仕込み、溶解した
後、ペンタエリスリトール１４部、グリセリン１部を加え、２５０℃～２８０℃で５時間
反応させた。こうして重量平均分子量８４０、酸価２２．７ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価４
０ｍｇＫＯＨ／ｇ、軟化点１０１．０℃のロジンエステル類（Ａ－１）が得られた。
【００５２】
＜変性ロジンエステル樹脂の合成＞
製造例１
　撹拌装置、冷却管、窒素導入管を備えた反応容器に前記のようにして得られたロジンエ
ステル類（Ａ－１）１００部、無水フタル酸５００部、アリルグリシジルエーテル５００
部を仕込み、１４０℃まで昇温した。次いで２－メチルイミダゾール０．１部を添加し、
１５０℃で３時間反応させた。その後、－０．０８Ｐａ・ｓで減圧した。こうして酸価０
．３ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価２２ｍｇＫＯＨ／ｇ、重合性二重結合当量２５１ｇ／ｅｑ
、重量平均分子量９，７００、ガラス転移点９．５℃の変性ロジンエステル樹脂を得た。
【００５３】
製造例２
　撹拌装置、冷却管、窒素導入管を備えた反応容器にロジンエステル（Ａ－１）１００部
、無水フタル酸４０部、アリルグリシジルエーテル４０部を仕込み、１４０℃まで昇温し
た。次いでトリフェニルホスフィン０．１部を添加し、１５０℃で２時間反応させた。そ
の後、－０．０８Ｐａ・ｓで減圧した。こうして、酸価０．２ｍｇＫＯＨ／ｇ、水酸基価
５９ｍｇＫＯＨ／ｇ、重合性二重結合当量５１４ｇ／ｅｑ、重量平均分子量１，７００、
ガラス転移点１１．６℃の変性ロジンエステル樹脂を得た。
【００５４】
＜活性エネルギー線硬化型樹脂組成物の調製＞
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実施例１
　撹拌装置、冷却管を備えた反応容器に製造例１の変性ロジンエステル樹脂４６．５部、
ジペンタエリスリトールポリアクリレート（製品名：ビームセット７００、荒川化学工業
（株）製）５３．４部、重合禁止剤としてメトキノン（精工化学（株）製）０．１部及び
Ｑ－１３０１（和光純薬工業（株）製）０．０５部を仕込み、９０～９５℃で３時間撹拌
し、活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を得た。なお、該組成物の外観は不溶物が確認さ
れなかったため、相溶性を○とした。
【００５５】
実施例２
　撹拌装置、冷却管を備えた反応容器に製造例２の変性ロジンエステル樹脂４９．０部、
ビームセット７００ ５０．８部、メトキノン０．１部及びＱ－１３０１ ０．０５部を仕
込み、９０～９５℃で３時間撹拌し、活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を得た。なお、
該組成物の外観は不溶物が確認されなかったため、相溶性を○とした。
【００５６】
比較例１
　撹拌装置、冷却管を備えた反応容器にジアリルフタレート樹脂（製品名：ダイソーダッ
プＡ、ダイソー（株）製）２５．０部、ビームセット７００ ７５．０部、重合禁止剤と
してメトキノン（精工化学（株）製）０．１部及びＱ－１３０１ ０．０５部を仕込み、
９０～９５℃で３時間撹拌し、活性エネルギー線硬化型樹脂組成物を得た。なお、該組成
物の外観は不溶物が確認されなかったため、相溶性を○とした。
【００５７】
＜硬化物作製用組成物の調製＞
　実施例及び比較例で得られた活性エネルギー線硬化型樹脂組成物５．０部、イルガキュ
ア９０７（ＢＡＳＦ社製）０．２５部、メチルエチルケトン５．５部をよく混合し、硬化
物作製用組成物を調製した。
【００５８】
＜硬化物の作製＞
　硬化物作製用組成物を未処理ＰＥＴフィルム（ルミラー（登録商標）７５Ｔ６０）にバ
ーコーター＃４を用いて塗布し、８０℃で３０秒間、順風乾燥機中で加熱し、メチルエチ
ルケトンを除いた。その後、紫外線照射機（８０Ｗ／ｃｍ、照射距離２５ｃｍ、コンベア
速度５０ｍ／分）で紫外線照射し、硬化物を作製した。
【００５９】
＜性能評価＞
　実施例及び比較例の各組成物について以下の試験を行った。
【００６０】
＜相溶性＞
　実施例及び比較例の各組成物の外観を観察し、以下の基準で相溶性を評価した。
○…不溶物が確認できない
×…不溶物が確認できる
【００６１】
＜硬化速度＞
　硬化物を作製する際に要した照射量を表１に示す。照射量が少なくても硬化しているも
のが硬化性良好である。
【００６２】
＜耐乳化性＞
　実施例１の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物１０部をキシレン２０部に溶解した。次
いで、当該溶液７．５部をガラス試験管（内径１８ｍｍ×高さ１８０ｍｍ、商品名：ＰＹ
ＲＥＸ（登録商標）　ＴＥＳＴ１８、岩城硝子（株）製）に入れ、更に超純水７．５部を
入れて栓をした。これを上下２０回振とうし、乳化させた後、静置して水層と有機層が分
離するまでの時間を測定した。結果を表１に示す。分離時間が短いほど耐乳化性が良好で
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ある。実施例２及び比較例１の活性エネルギー線硬化型樹脂組成物についても同様にして
耐乳化性を評価した。
【００６３】
【表１】
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